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種 別 番 号 事           件           名 ページ 

議 案 １４ 令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算の件 １９１ 

同 １５ 令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算の件 ２０７ 

同 １６ 令和元年度泉大津市水道事業会計補正予算の件 ２３１ 

同 １７ 令和元年度泉大津市病院事業会計補正予算の件 ２４１ 

同 １８ 令和２年度泉大津市一般会計予算の件 別 冊 

同 １９ 令和２年度泉大津市土地取得事業特別会計予算の件 同 

同 ２０ 令和２年度泉大津市国民健康保険事業特別会計予算の件 同 

同 ２１ 令和２年度泉大津市介護保険事業特別会計予算の件 同 

同 ２２ 令和２年度泉大津市後期高齢者医療特別会計予算の件 同 

同 ２３ 令和２年度泉大津市水道事業会計予算の件 同 

同 ２４ 令和２年度泉大津市下水道事業会計予算の件 同 

同 ２５ 令和２年度泉大津市病院事業会計予算の件 同 
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報告第１号 

 

専 決 処 分 報 告 の 件 

 

次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より専決処分したので、同条第３項の規定により市議会に報告し、承認を求める。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

専 決 番 号 １ 

専 決 年 月 日 令和２年１月２０日 

事 件 名 
令和元年度泉大津市一般会計補正予算の件（補正第４

号） 
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令 和 元 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第４号）
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専決第１号 

 

令和元年度泉大津市一般会計補正予算 

 

 令和元年度泉大津市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３３，６７０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，２７６，６７３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和２年１月２０日専決 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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令和元年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第４号）
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報告第２号 

 

平成 30 年度健全化判断比率報告の件 

 

平成３０年度健全化判断比率を地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成

１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、市議会に報告する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

（単位：％）    

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 11.9 68.2 

  備考 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額がない 

    ため、「－」と表記している。 
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報告第３号 

 

平成 30 年度資金不足比率報告の件 

 

平成３０年度資金不足比率を地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１

９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、市議会に報告する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

（単位：％）    

特 別 会 計 の 名 称 資 金 不 足 比 率 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － 

水 道 事 業 会 計 － 

病 院 事 業 会 計 8.8 

   備考 資金不足がない会計については、「－」と表記している。 
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議案第１号 

 

泉大津市附属機関設置条例制定の件 

 

 泉大津市附属機関設置条例を別紙のとおり制定する。 

 

  令和２年２月２５日提出 

                泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

 これまで要綱等に基づき設置していた委員会のうち、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１３８条の４第３項の要件を満たす委員会について、同項及び第２

０２条の３第１項の規定に基づき、附属機関として位置付けるため条例を制定する

ものである。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉 大 津 市 附 属 機 関 設 置 条 例 （ 案 ） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるものの

ほか、市が設置する執行機関の附属機関について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１３８条の４第３項及び第２０２条の３第１項の規定に基づき、必

要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市は、別表に掲げる附属機関を置く。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織及び運営について必要な事

項は、当該附属機関の属する執行機関が定める。 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

別表 

１ 市長の附属機関 

名  称 担 任 事 務 

泉大津市がんばる市民公益

活動応援補助金審査委員会 

がんばる市民公益活動応援補助金の補助対象事

業の審査に関する事務 

泉大津市入札等監視委員会 入札及び契約手続についての調査審議並びに入

札及び契約の過程に係る再苦情申立ての調査審

議に関する事務 

泉大津市地域福祉計画推進

委員会 

地域福祉計画の策定及び推進に必要な事項の調

査審議に関する事務 

泉大津市老人ホーム入所判

定委員会 

老人ホームへの入所の要否及び入所者の入所の

継続の要否の判定審査に関する事務 
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泉大津市高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画推進

委員会 

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策

定及び推進に必要な事項の調査審議に関する事

務 

泉大津市介護老人福祉施設

等事業者選定委員会 

介護老人福祉施設等の整備事業者の選定につい

ての審査に関する事務 

泉大津市就園支援委員会 障害のある乳幼児の就園に係る支援についての

調査審議に関する事務 

いずみおおつ健康食育計画

推進委員会 

いずみおおつ健康食育計画の策定及び推進に必

要な事項の調査審議に関する事務 

 

２ 教育委員会の附属機関 

名  称 担 任 事 務 

泉大津市就学支援委員会 障害のある幼児、児童又は生徒の就学に係る教

育的支援についての調査審議に関する事務 

泉大津市スポーツ施設運営

委員会 

スポーツ施設の管理運営についての調査審議に

関する事務 
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（参 考） 

 

泉大津市附属機関設置条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、これまで要綱等に基づき設置していた委員会のうち、地方自治

法第１３８条の４第３項の要件を満たす委員会について、同項及び第２０２条の３

第１項の規定に基づき、附属機関として位置付けるために条例を制定するものであ

ること。 

１ 趣旨 

この条例（案）は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるもの

のほか、市が設置する執行機関の附属機関について、地方自治法第１３８条の４

第３項及び第２０２条の３第１項の規定に基づき、必要な事項を定めるものであ

ること。（第 1条） 

２ 設置 

市は、次の表に掲げる附属機関を置くものであること。（第２条及び別表） 

⑴ 市長の附属機関 

名  称 担 任 事 務 

泉大津市がんばる市民公益

活動応援補助金審査委員会 

がんばる市民公益活動応援補助金の補助対象事

業の審査に関する事務 

泉大津市入札等監視委員会 入札及び契約手続についての調査審議並びに入

札及び契約の過程に係る再苦情申立ての調査審

議に関する事務 

泉大津市地域福祉計画推進

委員会 

地域福祉計画の策定及び推進に必要な事項の調

査審議に関する事務 

泉大津市老人ホーム入所判

定委員会 

老人ホームへの入所の要否及び入所者の入所の

継続の要否の判定審査に関する事務 

泉大津市高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画推進

委員会 

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策

定及び推進に必要な事項の調査審議に関する事

務 
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泉大津市介護老人福祉施設

等事業者選定委員会 

介護老人福祉施設等の整備事業者の選定につい

ての審査に関する事務 

泉大津市就園支援委員会 障害のある乳幼児の就園に係る支援についての

調査審議に関する事務 

いずみおおつ健康食育計画

推進委員会 

いずみおおつ健康食育計画の策定及び推進に必

要な事項の調査審議に関する事務 

 

⑵ 教育委員会の附属機関 

名  称 担 任 事 務 

泉大津市就学支援委員会 障害のある幼児、児童又は生徒の就学に係る教

育的支援についての調査審議に関する事務 

泉大津市スポーツ施設運営

委員会 

スポーツ施設の管理運営についての調査審議に

関する事務 

 

３ 委任 

この条例（案）に定めるもののほか、附属機関の組織及び運営について必要な

事項は、当該附属機関の属する執行機関が定めるものであること。（第３条） 

４ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。 
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議案第２号 

 

泉大津市印鑑登録及び証明に関する条例の一部改正

の件 

 

 泉大津市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制

定する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律（令和元年法律第３７号）が公布され、成年被後見人等であることを

理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等の権利に係る制限が設けられてい

る制度について検討を加え、必要な見直しを行うこと等が定められたことに伴い、

印鑑の登録資格等について所要の改正を行うものである。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改

正する条例（案） 

 

 泉大津市印鑑登録及び証明に関する条例（平成５年泉大津市条例第９号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条第２項第２号を次のように改める。 

⑵ 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

 第５条第３項中「記載」の次に「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（こ

れに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以

下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を加える。 

第６条第１項第４号中「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同じ。）

をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を削る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

－ 35 －



（参 考） 

 

泉大津市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改

正する条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るため

の関係法律の整備に関する法律が公布され、成年被後見人等であることを理由に不

当に差別されないよう、成年被後見人等の権利に係る制限が設けられている制度に

ついて検討を加え、必要な見直しを行うこと等が定められたことに伴い、印鑑の登

録資格等について所要の改正を行うものであること。 

１ 改正内容 

⑴ 印鑑の登録資格の欠格事由である「成年被後見人」を「意思能力を有しない

者」に改めるものであること。（第２条第２項関係） 

⑵ その他所要の規定の整備を行うものであること。 

２ 施行期日 

この条例（案）は、公布の日から施行するものであること。 
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泉大津市印鑑登録及び証明に関する条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

（登録資格） 

第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各

号のいずれかに該当する者は、印鑑

の登録を受けることができない。 

⑴ １５歳未満の者 

⑵ 意思能力を有しない者（前号に

掲げる者を除く。） 

（登録印鑑） 

第５条 （略） 

２ （略） 

３ 市長は、前項第１号及び第２号の

規定にかかわらず、外国人住民（法

第３０条の４５に規定する外国人住

民をいう。以下同じ。）のうち非漢字

圏の外国人住民が住民票の備考欄に

記載（法第６条第３項の規定により

磁気ディスク（これに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録してお

くことができる物を含む。以下同

じ。）をもって調製する住民票にあっ

ては、記録。以下同じ。）がされてい

る氏名のカタカナ表記又はその一部

を組み合わせたもので表されている

印鑑により登録を受けようとする場

合には、当該印鑑を登録することが

（登録資格） 

第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各

号のいずれかに該当する者は、印鑑

の登録を受けることができない。 

⑴ １５歳未満の者 

⑵ 成年被後見人 

 

（登録印鑑） 

第５条 （略） 

２ （略） 

３ 市長は、前項第１号及び第２号の

規定にかかわらず、外国人住民（法

第３０条の４５に規定する外国人住

民をいう。以下同じ。）のうち非漢字

圏の外国人住民が住民票の備考欄に

記載がされている氏名のカタカナ表

記又はその一部を組み合わせたもの

で表されている印鑑により登録を受

けようとする場合には、当該印鑑を

登録することができる。 
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改  正  案 現     行 

できる。 

（印鑑登録原票） 

第６条 市長は、印鑑登録原票を備

え、印影のほか当該登録申請者に係

る次の各号に掲げる事項を登録する

ものとする。 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 氏名（氏に変更があった者に係

る住民票に旧氏の記載がされてい

る場合にあっては氏名及び当該旧

氏、外国人住民に係る住民票に通

称の記載がされている場合にあっ

ては氏名及び当該通称） 

 

 

 

 

 

 

 ⑸～⑻ （略） 

２ （略） 

 

（印鑑登録原票） 

第６条 市長は、印鑑登録原票を備

え、印影のほか当該登録申請者に係

る次の各号に掲げる事項を登録する

ものとする。 

⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 氏名（氏に変更があった者に係

る住民票に旧氏の記載（法第６条

第３項の規定により磁気ディスク

（これに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことが

できる物を含む。以下同じ。）を

もって調製する住民票にあって

は、記録。以下同じ。）がされてい

る場合にあっては氏名及び当該旧

氏、外国人住民に係る住民票に通

称の記載がされている場合にあっ

ては氏名及び当該通称） 

 ⑸～⑻ （略） 

２ （略） 
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議案第３号 

 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部改正の件 

 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

泉大津市附属機関設置条例（令和２年泉大津市条例第  号）に基づき設置する

附属機関の委員及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７４条の規定によ

る専門委員の報酬及び費用弁償について定めるとともに、所要の改正を行うもので

ある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年泉大

津市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「地方自治法」の次に「（昭和２２年法律第６７号）」を加え、「基き」を

「基づき」に改める。 

 

別表中   

 

削り、  

 

障害者介護給付費等認定審査会の委員 同 １８，０００円 

泉大津市附属機関設置条例（令和２年泉

大津市条例第  号）に基づく附属機関

の委員（別に定めがあるものを除く。) 

同 ９，０００円 

地方自治法第１７４条の規定による専

門委員（別に定めがあるものを除く。） 
同 ９，０００円 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

  「 

  」   を 

  「 
  」 

  を 

  「 

  」 

に改める。 

 

交通災害共済審査会の委員 同 ９，０００円 

障害者介護給付費等認定審査会の委員 同 １８，０００円 
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（参 考） 

 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、泉大津市附属機関設置条例に基づき設置する附属機関の委員及

び地方自治法第１７４条の規定による専門委員の報酬及び費用弁償について定める

とともに、所要の改正を行うものであること。 

１ 改正内容 

 ⑴ 泉大津市附属機関設置条例に基づき設置する附属機関の委員及び地方自治法

第１７４条の規定による専門委員の報酬及び費用弁償について、次のとおり定

めるものであること。（別表関係） 

 区  分 報酬の額 旅費の額 

泉大津市附属機関設置条例

に基づく附属機関の委員

(別に定めがあるものを除

く。) 

日額 9,000円 泉大津市職員旅費条例（昭和

３８年泉大津市条例第１６

号）に規定する市長等の職に

あるものの旅費相当額 

地方自治法第１７４条の規

定による専門委員(別に定

めがあるものを除く。) 

同   9,000円 

 ⑵ 既に廃止されている交通災害共済審査会の委員の項を報酬表から削るもので

あること。（別表関係） 

 ⑶ その他所要の規定の整備を行うものであること。 

２ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。 
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特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２０３条

の２の規定に基づき、この市の特別

職の職員で非常勤のもの（議会の議

員を除く。以下「特別職の職員」と

いう。）に支給する報酬及び費用弁償

について必要な事項を定めることを

目的とする。 

別表 

区分 報酬の額 旅費の額 

（略） （略） 

泉大津市職

員旅費条例

(昭和 38 年

泉大津市条

例第 16 号)

に規定する

市長等の職

にあるもの

の旅費相当

額 

障害者介護給付費等認定

審査会の委員 

同 18,000 円 

泉大津市附属機関設置条

例（令和２年泉大津市条

例第  号）に基づく附

属機関の委員(別に定め

があるものを除く。) 

同 9,000 円 

地方自治法第１７４条の

規定による専門委員（別

に定めがあるものを除

く。） 

同 9,000 円 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

備考 （略） 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法第２

０３条の２の規定に基き、この市の

特別職の職員で非常勤のもの（議会

の議員を除く。以下「特別職の職

員」という。）に支給する報酬及び費

用弁償について必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 

別表 

区分 報酬の額 旅費の額 

（略） （略） 泉大津市職

員旅費条例

(昭和 38 年

泉大津市条

例第 16 号)

に規定する

市長等の職

にあるもの

の旅費相当

額 

交通災害共済審査会の委

員 

同 9,000 円 

（略） （略） 

障害者介護給付費等認定

審査会の委員 

同 18,000 円 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

備考 （略） 
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議案第４号 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例の一部改正の件 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する

条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）

の施行により、会計年度任用職員制度が創設されることに伴い、給料を支給される

フルタイム会計年度任用職員の補償基礎額について、常勤職員の公務災害補償の例

によることとする規定を新たに整備するため、所要の改正を行うものである。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年泉大

津市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第５条に次の１号を加える。 

⑸ 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額の例により実

施機関が市長と協議して定める額 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第５条の規定は、この条例の施行の日以後に発生した事故に起因する

公務上の災害又は通勤による災害に係る補償について適用する。 
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（参 考） 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

（補償基礎額） 

第５条 この条例で「補償基礎額」と

は次の各号に定める者の区分に応じ

当該各号に掲げる額とする。 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 給料を支給される職員 法第２

条第４項に規定する平均給与額の

例により実施機関が市長と協議し

て定める額 

（補償基礎額） 

第５条 この条例で「補償基礎額」と

は次の各号に定める者の区分に応じ

当該各号に掲げる額とする。 

⑴～⑷ （略） 
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議案第５号 

 

泉大津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例の一部改正の件 

 

泉大津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり制定する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由  

一般職の職員の給与改定が実施されることに伴い、本市会計年度任用職員の給与

についても適切な措置を講ずるため、所要の改正を行うものである。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例（案） 

 

泉大津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年泉大津市

条例第９号）の一部を次のように改正する。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

行政職給料表 

 職務の級 １級 ２級 

号給 給料月額 給料月額 

 円 円 

１ １４６，１００ １９５，５００ 

２ １４７，２００ １９７，３００ 

３ １４８，４００ １９９，１００ 

４ １４９，５００ ２００，９００ 

５ １５０，６００ ２０２，４００ 

６ １５１，７００ ２０４，２００ 

７ １５２，８００ ２０６，０００ 

８ １５３，９００ ２０７，８００ 

９ １５４，９００ ２０９，４００ 

１０ １５６，３００ ２１１，２００ 

１１ １５７，６００ ２１３，０００ 

１２ １５８，９００ ２１４，８００ 

１３ １６０，１００ ２１６，２００ 

１４ １６１，６００ ２１８，０００ 

１５ １６３，１００ ２１９，７００ 

１６ １６４，７００ ２２１，５００ 
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１７ １６５，９００ ２２３，２００ 

１８ １６７，４００ ２２４，９００ 

１９ １６８，９００ ２２６，５００ 

２０ １７０，４００ ２２８，１００ 

２１ １７１，７００ ２２９，５００ 

２２ １７４，４００ ２３１，２００ 

２３ １７７，０００ ２３２，８００ 

２４ １７９，６００ ２３４，４００ 

２５ １８２，２００ ２３５，４００ 

２６ １８３，９００ ２３６，９００ 

２７ １８５，５００ ２３８，３００ 

２８ １８７，２００ ２３９，５００ 

２９ １８８，７００ ２４０，７００ 

３０ １９０，４００ ２４１，９００ 

３１ １９２，２００ ２４２，９００ 

３２ １９３，９００ ２４４，１００ 

３３ １９５，５００ ２４５，４００ 

３４ １９６，９００ ２４６，４００ 

３５ １９８，４００ ２４７，６００ 

３６ １９９，９００ ２４８，９００ 

３７ ２０１，２００ ２４９，８００ 

３８ ２０２，５００ ２５１，１００ 

３９ ２０３，７００ ２５２，３００ 

４０ ２０５，０００ ２５３，６００ 

４１ ２０６，３００ ２５５，０００ 

４２ ２０７，６００ ２５６，４００ 

４３ ２０８，９００ ２５７，６００ 

４４ ２１０，２００ ２５８，８００ 

４５ ２１１，３００ ２６０，０００ 
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４６ ２１２，６００ ２６１，２００ 

４７ ２１３，９００ ２６２，５００ 

４８ ２１５，２００ ２６３，６００ 

４９ ２１６，３００ ２６４，７００ 

５０ ２１７，４００ ２６５，８００ 

５１ ２１８，４００ ２６７，１００ 

５２ ２１９，５００ ２６８，４００ 

５３ ２２０，６００ ２６９，４００ 

５４ ２２１，６００ ２７０，５００ 

５５ ２２２，５００ ２７１，８００ 

５６ ２２３，５００ ２７３，１００ 

５７ ２２３，８００ ２７４，０００ 

５８ ２２４，６００ ２７５，０００ 

５９ ２２５，４００ ２７５，９００ 

６０ ２２６，１００ ２７７，０００ 

６１ ２２６，８００  

６２ ２２７，８００  

６３ ２２８，６００  

６４ ２２９，４００  

６５ ２３０，１００  

６６ ２３０，８００  

６７ ２３１，７００  

６８ ２３２，７００  

６９ ２３３，４００  

７０ ２３４，０００  

７１ ２３４，５００  

７２ ２３５，２００  

７３ ２３６，０００  

７４ ２３６，６００  
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７５ ２３７，２００  

７６ ２３７，７００  

７７ ２３８，４００  

７８ ２３９，１００  

７９ ２３９，８００  

８０ ２４０，３００  

８１ ２４０，８００  

８２ ２４１，５００  

８３ ２４２，２００  

８４ ２４２，９００  

８５ ２４３，５００  

８６ ２４４，２００  

８７ ２４４，９００  

８８ ２４５，６００  

８９ ２４６，１００  

９０ ２４６，６００  

９１ ２４６，９００  

９２ ２４７，３００  

９３ ２４７，６００  

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、一般職の職員の給与改定が実施されることに伴い、本市会計年

度任用職員の給与についても適切な措置を講ずるため、所要の改正を行うものであ

ること。 

１ 給料表の改定 

一般職の職員の給料表の改定に準じて会計年度任用職員の給料表を改定するも

のであり、その切り替えについては、別紙資料の切替表のとおり会計年度任用職

員の給料月額を引き上げるものであること。（別表第１関係） 

２ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。 
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旧給料
月　額

新給料
月　額

改定
差額

改定率
旧給料
月　額

新給料
月　額

改定
差額

改定率
旧給料
月　額

新給料
月　額

改定
差額

改定率
旧給料
月　額

新給料
月　額

改定
差額

改定率

1 144,100 146,100 2,000 1.39 1 194,000 195,500 1,500 0.77 49 214,800 216,300 1,500 0.70 49 264,700 264,700 0 0.00

2 145,200 147,200 2,000 1.38 2 195,800 197,300 1,500 0.77 50 215,900 217,400 1,500 0.69 50 265,800 265,800 0 0.00

3 146,400 148,400 2,000 1.37 3 197,600 199,100 1,500 0.76 51 216,900 218,400 1,500 0.69 51 267,100 267,100 0 0.00

4 147,500 149,500 2,000 1.36 4 199,400 200,900 1,500 0.75 52 218,000 219,500 1,500 0.69 52 268,400 268,400 0 0.00

5 148,600 150,600 2,000 1.35 5 200,900 202,400 1,500 0.75 53 219,100 220,600 1,500 0.68 53 269,400 269,400 0 0.00

6 149,700 151,700 2,000 1.34 6 202,700 204,200 1,500 0.74 54 220,100 221,600 1,500 0.68 54 270,500 270,500 0 0.00

7 150,800 152,800 2,000 1.33 7 204,500 206,000 1,500 0.73 55 221,000 222,500 1,500 0.68 55 271,800 271,800 0 0.00

8 151,900 153,900 2,000 1.32 8 206,300 207,800 1,500 0.73 56 222,000 223,500 1,500 0.68 56 273,100 273,100 0 0.00

9 153,000 154,900 1,900 1.24 9 207,900 209,400 1,500 0.72 57 222,400 223,800 1,400 0.63 57 274,000 274,000 0 0.00

10 154,400 156,300 1,900 1.23 10 209,700 211,200 1,500 0.72 58 223,300 224,600 1,300 0.58 58 275,000 275,000 0 0.00

11 155,700 157,600 1,900 1.22 11 211,500 213,000 1,500 0.71 59 224,100 225,400 1,300 0.58 59 275,900 275,900 0 0.00

12 157,000 158,900 1,900 1.21 12 213,300 214,800 1,500 0.70 60 224,900 226,100 1,200 0.53 60 277,000 277,000 0 0.00

13 158,300 160,100 1,800 1.14 13 214,700 216,200 1,500 0.70 61 225,600 226,800 1,200 0.53

14 159,800 161,600 1,800 1.13 14 216,500 218,000 1,500 0.69 62 226,600 227,800 1,200 0.53

15 161,300 163,100 1,800 1.12 15 218,200 219,700 1,500 0.69 63 227,400 228,600 1,200 0.53

16 162,900 164,700 1,800 1.10 16 220,000 221,500 1,500 0.68 64 228,300 229,400 1,100 0.48

17 164,200 165,900 1,700 1.04 17 221,700 223,200 1,500 0.68 65 229,000 230,100 1,100 0.48

18 165,700 167,400 1,700 1.03 18 223,400 224,900 1,500 0.67 66 229,800 230,800 1,000 0.44

19 167,200 168,900 1,700 1.02 19 225,000 226,500 1,500 0.67 67 230,700 231,700 1,000 0.43

20 168,700 170,400 1,700 1.01 20 226,600 228,100 1,500 0.66 68 231,700 232,700 1,000 0.43

21 170,100 171,700 1,600 0.94 21 228,000 229,500 1,500 0.66 69 232,400 233,400 1,000 0.43

22 172,800 174,400 1,600 0.93 22 229,700 231,200 1,500 0.65 70 233,100 234,000 900 0.39

23 175,400 177,000 1,600 0.91 23 231,300 232,800 1,500 0.65 71 233,700 234,500 800 0.34

24 178,000 179,600 1,600 0.90 24 232,900 234,400 1,500 0.64 72 234,500 235,200 700 0.30

25 180,700 182,200 1,500 0.83 25 234,000 235,400 1,400 0.60 73 235,300 236,000 700 0.30

26 182,400 183,900 1,500 0.82 26 235,500 236,900 1,400 0.59 74 236,000 236,600 600 0.25

27 184,000 185,500 1,500 0.82 27 236,900 238,300 1,400 0.59 75 236,700 237,200 500 0.21

28 185,700 187,200 1,500 0.81 28 238,200 239,500 1,300 0.55 76 237,300 237,700 400 0.17

29 187,200 188,700 1,500 0.80 29 239,500 240,700 1,200 0.50 77 238,000 238,400 400 0.17

30 188,900 190,400 1,500 0.79 30 240,700 241,900 1,200 0.50 78 238,800 239,100 300 0.13

31 190,700 192,200 1,500 0.79 31 241,700 242,900 1,200 0.50 79 239,600 239,800 200 0.08

32 192,400 193,900 1,500 0.78 32 242,900 244,100 1,200 0.49 80 240,300 240,300 0 0.00

33 194,000 195,500 1,500 0.77 33 244,200 245,400 1,200 0.49 81 240,800 240,800 0 0.00

34 195,400 196,900 1,500 0.77 34 245,300 246,400 1,100 0.45 82 241,500 241,500 0 0.00

35 196,900 198,400 1,500 0.76 35 246,500 247,600 1,100 0.45 83 242,200 242,200 0 0.00

36 198,400 199,900 1,500 0.76 36 247,800 248,900 1,100 0.44 84 242,900 242,900 0 0.00

37 199,700 201,200 1,500 0.75 37 248,700 249,800 1,100 0.44 85 243,500 243,500 0 0.00

38 201,000 202,500 1,500 0.75 38 250,100 251,100 1,000 0.40 86 244,200 244,200 0 0.00

39 202,200 203,700 1,500 0.74 39 251,500 252,300 800 0.32 87 244,900 244,900 0 0.00

40 203,500 205,000 1,500 0.74 40 252,900 253,600 700 0.28 88 245,600 245,600 0 0.00

41 204,800 206,300 1,500 0.73 41 254,300 255,000 700 0.28 89 246,100 246,100 0 0.00

42 206,100 207,600 1,500 0.73 42 255,700 256,400 700 0.27 90 246,600 246,600 0 0.00

43 207,400 208,900 1,500 0.72 43 257,100 257,600 500 0.19 91 246,900 246,900 0 0.00

44 208,700 210,200 1,500 0.72 44 258,400 258,800 400 0.15 92 247,300 247,300 0 0.00

45 209,800 211,300 1,500 0.71 45 259,600 260,000 400 0.15 93 247,600 247,600 0 0.00

46 211,100 212,600 1,500 0.71 46 260,900 261,200 300 0.11

47 212,400 213,900 1,500 0.71 47 262,300 262,500 200 0.08

48 213,700 215,200 1,500 0.70 48 263,600 263,600 0 0.00

行政職給料表新旧切り替え表

号

１級

号

２級

資　料

号

１級

号

２級

資 料
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議案第６号 

 

泉大津市国民健康保険料条例の一部改正の件 

 

泉大津市国民健康保険料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第１８号）の公布に

伴い、低所得者に対し国民健康保険料を軽減する所得判定基準について所要の改正

を行うとともに、大阪府の標準保険料率の改正により、府内の保険料算定ルールに

基づき算定された市町村ごとの標準保険料率が示されたことに伴い、基礎賦課限度

額並びに一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率、一般被保険者に係る後期高齢

者支援金等賦課額の保険料率及び介護納付金賦課額の保険料率について所要の改正

を行うものである。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市国民健康保険料条例の一部を改正する条例

（案） 

 

泉大津市国民健康保険料条例（昭和５１年泉大津市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第５条第１項第１号中「１００分の８．２８」を「１００分の８．４７」に改め、

同項第２号中「２８，７２２円」を「２９，９７５円」に改め、同項第３号ア中

「３０，７３８円」を「３１，６３３円」に改める。 

第５条の５中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

第５条の５の５第１項第１号中「１００分の２．４９」を「１００分の２．６１」

に改め、同項第２号中「８，５７７円」を「９，０７６円」に改め、同項第３号ア

中「９，１７９円」を「９，５７８円」に改める。 

第５条の９第１項第１号中「１００分の２．３９」を「１００分の２．５４」に

改め、同項第２号中「１７，７０４円」を「１８，８３１円」に改める。 

第９条第１項第２号中「２８万円」を「２８５，０００円」に改め、同項第３号

中「５１万円」を「５２万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の泉大津市国民健康保険料条例の規定は、令和２年度分の国民健康保険

料から適用し、令和元年度分までの国民健康保険料については、なお従前の例に

よる。 

－ 59 －



（参 考） 

 

泉大津市国民健康保険料条例の一部を改正する条例

（案）要綱 

 

本条例（案）は、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令の公布に伴い、低

所得者に対し国民健康保険料を軽減する所得判定基準について所要の改正を行うと

ともに、大阪府の標準保険料率の改正により、府内の保険料算定ルールに基づき算

定された市町村ごとの標準保険料率が示されたことに伴い、基礎賦課限度額並びに

一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率、一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課額の保険料率及び介護納付金賦課額の保険料率について所要の改正を行うも

のであること。 

１ 国民健康保険法施行令の一部を改正する政令の公布に伴う改正 

国民健康保険料を軽減する所得判定基準について、次のとおり改めるものであ

ること。（第９条第１項関係） 

⑴ ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗

ずべき金額を、２８万円から２８５，０００円に引き上げるものであること。 

⑵ ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗

ずべき金額を、５１万円から５２万円に引き上げるものであること。 

２ 大阪府の標準保険料率の改正に伴う改正 

⑴ 基礎賦課限度額 

基礎賦課限度額を、５８万円から６１万円に引き上げるものであること。（第

５条の５関係） 

⑵ 保険料率 

ア 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率を、次のとおり改めるものであ

ること。（第５条第１項関係） 

区 分 改 正 案 現 行 

所得割 ８．４７％ ８．２８％ 

均等割 ２９，９７５円 ２８，７２２円 

平等割（※） ３１，６３３円 ３０，７３８円 

 ※ 特定世帯又は特定継続世帯を除く。 
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イ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率を、次のとおり

改めるものであること。（第５条の５の５第１項関係） 

区 分 改 正 案 現 行 

所得割 ２．６１％ ２．４９％ 

均等割 ９，０７６円 ８，５７７円 

平等割（※） ９，５７８円 ９，１７９円 

 ※ 特定世帯又は特定継続世帯を除く。 

ウ 介護納付金賦課額の保険料率を、次のとおり改めるものであること。（第５

条の９第１項関係） 

区 分 改 正 案 現 行 

所得割 ２．５４％ ２．３９％ 

均等割 １８，８３１円 １７，７０４円 
 

３ 附則に関する事項 

⑴ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。（附則第

１項） 

⑵ 適用区分 

この条例（案）の施行に関し、所要の経過規定を定めるものであること。（附

則第２項） 
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泉大津市国民健康保険料条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率） 

第５条 一般被保険者に係る基礎賦課

額の保険料率は、次のとおりとす

る。 

⑴ 所得割 １００分の８．４７ 

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき２９，９７５円 

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき３１，６３

３円 

イ 特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより

被保険者の資格を喪失した者で

あって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯

に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する一般被保

険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下「特定月」と

いう。）以後５年を経過する月ま

での間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率） 

第５条 一般被保険者に係る基礎賦課

額の保険料率は、次のとおりとす

る。 

⑴ 所得割 １００分の８．２８ 

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき２８，７２２円 

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき３０，７３

８円 

イ 特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより

被保険者の資格を喪失した者で

あって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯

に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する一般被保

険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下「特定月」と

いう。）以後５年を経過する月ま

での間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限
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改  正  案 現     行 

る。以下「特定世帯」という。） 

 アの額に２分の１を乗じて得

た額 

ウ 特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する一般被保険者が属

する世帯であって特定月以後５

年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。

以下「特定継続世帯」という。） 

 アの額に４分の３を乗じて得

た額 

２及び３ （略） 

（基礎賦課限度額） 

第５条の５ 第３条又は第５条の２の

基礎賦課額（一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合

には、第３条の基礎賦課額と第５条

の２の基礎賦課額との合算額をい

う。第８条及び第９条において同

じ。）は、６１万円を超えることがで

きない。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額の保険料率） 

第５条の５の５ 一般被保険者に係る

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。 

る。以下「特定世帯」という。） 

 アの額に２分の１を乗じて得

た額 

ウ 特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する一般被保険者が属

する世帯であって特定月以後５

年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。

以下「特定継続世帯」という。） 

 アの額に４分の３を乗じて得

た額 

２及び３ （略） 

（基礎賦課限度額） 

第５条の５ 第３条又は第５条の２の

基礎賦課額（一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合

には、第３条の基礎賦課額と第５条

の２の基礎賦課額との合算額をい

う。第８条及び第９条において同

じ。）は、５８万円を超えることがで

きない。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額の保険料率） 

第５条の５の５ 一般被保険者に係る

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。 
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改  正  案 現     行 

⑴ 所得割 １００分の２．６１ 

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき９，０７６円 

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき９，５７８

円 

  イ 特定世帯 アの額に２分の１

を乗じて得た額 

  ウ 特定継続世帯 アの額に４分

の３を乗じて得た額 

２及び３ （略） 

（介護納付金賦課額の保険料率） 

第５条の９ 介護納付金賦課被保険者

に係る介護納付金賦課額の保険料率

は、次のとおりとする。 

⑴ 所得割 １００分の２．５４ 

⑵ 被保険者均等割 介護納付金賦

課被保険者１人につき１８，８３

１円 

２及び３ （略） 

（保険料の減額賦課） 

第９条 次の各号に該当する納付義務

者に課する保険料の賦課額のうち基

礎賦課額は、第３条又は第５条の２

の基礎賦課額から、それぞれ、当該

⑴ 所得割 １００分の２．４９ 

⑵ 被保険者均等割 一般被保険者

１人につき８，５７７円 

⑶ 世帯別平等割 アからウまでに

掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れアからウまでに掲げる額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の

世帯 １世帯につき９，１７９

円 

  イ 特定世帯 アの額に２分の１

を乗じて得た額 

  ウ 特定継続世帯 アの額に４分

の３を乗じて得た額 

２及び３ （略） 

（介護納付金賦課額の保険料率） 

第５条の９ 介護納付金賦課被保険者

に係る介護納付金賦課額の保険料率

は、次のとおりとする。 

⑴ 所得割 １００分の２．３９ 

⑵ 被保険者均等割 介護納付金賦

課被保険者１人につき１７，７０

４円 

２及び３ （略） 

（保険料の減額賦課） 

第９条 次の各号に該当する納付義務

者に課する保険料の賦課額のうち基

礎賦課額は、第３条又は第５条の２

の基礎賦課額から、それぞれ、当該
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改  正  案 現     行 

各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が第５条の５

に定める賦課限度額を超えるとき

は、当該賦課限度額）とする。 

⑴ （略） 

⑵ 前号に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合

算額が、地方税法第３１４条の２

第２項に掲げる金額に、２８５，

０００円に当該年度の保険料賦課

期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生

した日とする。）現在において当該

世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額を加算した金額を超え

ない世帯に係る保険料の納付義務

者であって前号に該当する者以外

の者 アに掲げる額に当該世帯に

属する被保険者のうち当該年度分

の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされる者の数を乗

じて得た額とイに掲げる額とを合

算した額 

 ア及びイ （略） 

⑶ 第１号に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と

各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が第５条の５

に定める賦課限度額を超えるとき

は、当該賦課限度額）とする。 

⑴ （略） 

⑵ 前号に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合

算額が、地方税法第３１４条の２

第２項に掲げる金額に、２８万円

に当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発

生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属

する被保険者の数と特定同一世帯

所属者の数の合計数を乗じて得た

額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であっ

て前号に該当する者以外の者 ア

に掲げる額に当該世帯に属する被

保険者のうち当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされる者の数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

 

 ア及びイ （略） 

⑶ 第１号に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と
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改  正  案 現     行 

区分して計算される所得の金額の

合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項に掲げる金額に５２万円

に当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発

生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属

する被保険者の数と特定同一世帯

所属者の数の合計数を乗じて得た

額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であっ

て前２号に該当する者以外の者 

 アに掲げる額に当該世帯に属す

る被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算

定の対象とされる者の数を乗じて

得た額とイに掲げる額とを合算し

た額 

 ア及びイ （略） 

２～４ （略） 

区分して計算される所得の金額の

合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項に掲げる金額に５１万円

に当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発

生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属

する被保険者の数と特定同一世帯

所属者の数の合計数を乗じて得た

額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であっ

て前２号に該当する者以外の者 

 アに掲げる額に当該世帯に属す

る被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算

定の対象とされる者の数を乗じて

得た額とイに掲げる額とを合算し

た額 

 ア及びイ （略） 

２～４ （略） 
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議案第７号 

 

泉大津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正の件 

 

  泉大津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

 国の基準を参酌して定める本市条例について、今後国の基準の改正があった場合

においても同じ基準に基づき、速やかに事務を執り行うことができるよう規定の見

直しを図る必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

－ 67 －





泉大津市条例第   号 

 

泉大津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

泉大津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年泉大津市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

（放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準） 

第２条 法第３４条の８の２第１項に規定する基準は、放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）に定めるとおり

とする。 

第３条から第２１条までを削る。 

附則第２項中「令和２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に、「第１０条

第３項」を「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第１０条第３項」

に改める。 

附則第３項中「令和２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に、「第９条第

２項」を「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第９条第２項」に

改める。 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案）

要綱 

 

本条例（案）は、国の基準を参酌して定める本市条例について、今後国の基準の

改正があった場合においても同じ基準に基づき、速やかに事務を執り行うことがで

きるよう規定の見直しを行うものであること。 

１ 改正内容 

⑴ 条例で定める本市の放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準は、

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省

令第６３号）に定めるとおりとするものであること。（第２条関係） 

⑵ その他所要の規定の整備を行うものであること。 

２ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。 
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泉大津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第３４条の８の２第

１項の規定に基づき、放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定めるものとする。 

（放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準） 

第２条 法第３４条の８の２第１項に

規定する基準は、放課後児童健全育

成事業の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６３

号）に定めるとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第３４条の８の２第

１項の規定に基づき、放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定めるものとする。 

（定義） 

 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

⑴ 放課後児童健全育成事業 法第

６条の３第２項に規定する放課後

児童健全育成事業をいう。 

⑵ 児童 法第４条第１項に規定す

る児童をいう。 

⑶ 保護者 法第６条に規定する保

護者をいう。 

（最低基準の目的等） 

第３条 この条例に定める基準（次項

及び次条において「最低基準」とい

う。）は、放課後児童健全育成事業を

利用している児童（以下「利用者」

という。）が明るくて、衛生的な環境
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

において、素養があり、かつ、適切

な訓練を受けた職員の支援により、

心身ともに健やかに育成されること

を保障するものとする。 

２ 市は、最低基準を常に向上させる

よう努めるものとする。 

（最低基準と放課後児童健全育成事業

者） 

第４条 放課後児童健全育成事業を行

う者（以下「放課後児童健全育成事

業者」という。）は、最低基準を超え

て、常に、その設備及び運営を向上

させなければならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、

又は運営をしている放課後児童健全

育成事業者においては、最低基準を

理由として、その設備又は運営を低

下させてはならない。 

３ 市長は、泉大津市児童福祉審議会

の意見を聴き、放課後児童健全育成

事業者に対し、最低基準を超えて、

その設備及び運営を向上させるよう

勧告することができる。 

（放課後児童健全育成事業の一般原

則） 

第５条 放課後児童健全育成事業にお

ける支援は、小学校に就学している

児童であって、その保護者が労働等
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により昼間家庭にいないものにつ

き、家庭、地域等との連携の下、発

達段階に応じた主体的な遊びや生活

が可能となるよう、当該児童の自主

性、社会性及び創造性の向上、基本

的な生活習慣の確立等を図り、もっ

て当該児童の健全な育成を図ること

を目的として行わなければならな

い。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利

用者の人権に十分配慮するととも

に、一人一人の人格を尊重して、そ

の運営を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、地

域社会との交流及び連携を図り、児

童の保護者及び地域社会に対し、当

該放課後児童健全育成事業者が行う

放課後児童健全育成事業の運営の内

容を適切に説明するよう努めなけれ

ばならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、そ

の運営の内容について、自ら評価を

行い、その結果を公表するよう努め

なければならない。 

５ 放課後児童健全育成事業を行う場

所（以下「放課後児童健全育成事業

所」という。）の構造設備は、採光、

換気等利用者の保健衛生及び利用者
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に対する危害防止に十分な考慮を

払って設けなければならない。 

（放課後児童健全育成事業者と非常災

害対策） 

第６条 放課後児童健全育成事業者

は、軽便消火器等の消火用具、非常

口その他非常災害に必要な設備を設

けるとともに、非常災害に対する具

体的計画を立て、これに対する不断

の注意と訓練をするように努めなけ

ればならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火

に対する訓練は、定期的に行わなけ

ればならない。 

（放課後児童健全育成事業者の職員の

一般的要件） 

第７条 放課後児童健全育成事業にお

いて利用者の支援に従事する職員

は、健全な心身を有し、豊かな人間

性と倫理観を備え、児童福祉事業に

熱意のある者であって、できる限り

児童福祉事業の理論及び実際につい

て訓練を受けたものでなければなら

ない。 

（放課後児童健全育成事業者の職員の

知識及び技能の向上等） 

第８条 放課後児童健全育成事業者の

職員は、常に自己研鑽さんに励み、
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童の健全な育成を図るために必要

な知識及び技能の修得、維持及び向

上に努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職

員に対し、その資質向上のための研

修の機会を確保しなければならな

い。 

（設備の基準） 

第９条 放課後児童健全育成事業所に

は、遊び及び生活の場としての機能

並びに静養するための機能を備えた

区画（以下この条において「専用区

画」という。）を設けるほか、支援の

提供に必要な設備及び備品等を備え

なければならない。 

２ 専用区画の面積は、児童 1 人につ

きおおむね１．６５平方メートル以

上でなければならない。 

３ 専用区画並びに第１項に規定する

設備及び備品等（次項において「専

用区画等」という。）は、放課後児童

健全育成事業所を開所している時間

帯を通じて専ら当該放課後児童健全

育成事業の用に供するものでなけれ

ばならない。ただし、利用者の支援

に支障がない場合は、この限りでは

ない。 

４ 専用区画等は、衛生及び安全が確
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保されたものでなければならない。 

（職員） 

第１０条 放課後児童健全育成事業者

は、放課後児童健全育成事業所ごと

に、放課後児童支援員を置かなけれ

ばならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の

単位ごとに２人以上とする。ただ

し、その１人を除き、補助員（放課

後児童支援員が行う支援について放

課後児童支援員を補助する者をい

う。第５項において同じ。）をもって

これに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号の

いずれかに該当する者であって、都

道府県知事又は地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２５２条の１

９第１項の指定都市の長が行う研修

を修了したものでなければならな

い。 

⑴  保育士（国家戦略特別区域法

（平成２５年法律第１０７号）第

１２条の４第２項に規定する国家

戦略特別区域限定保育士を含む。）

の資格を有する者 

⑵ 社会福祉士の資格を有する者 

⑶ 学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）の規定による高等学校
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旧中等学校令（昭和１８年勅令

第３６号）による中等学校を含

む。）若しくは中等教育学校を卒業

した者、同法第９０条第２項の規

定により大学への入学を認められ

た者若しくは通常の課程による１

２年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外の課程によりこれに

相当する学校教育を修了した者を

含む。）又は文部科学大臣がこれと

同等以上の資格を有すると認定し

た者（第９号において「高等学校

卒業者等」という。）であって、２

年以上児童福祉事業に従事したも

の 

⑷ 教育職員免許法（昭和２４年法

律第１４７号）第４条に規定する

免許状を有する者 

⑸  学校教育法の規定による大学

（旧大学令（大正７年勅令第３８

８号）による大学を含む。）におい

て、社会福祉学、心理学、教育

学、社会学、芸術学若しくは体育

学を専修する学科又はこれらに相

当する課程を修めて卒業した者

（当該学科又は当該課程を修めて

同法の規定による専門職大学の前

期課程を修了した者を含む。） 
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 学校教育法の規定による大学に

おいて、社会福祉学、心理学、教

育学、社会学、芸術学若しくは体

育学を専修する学科又はこれらに

相当する課程において優秀な成績

で単位を修得したことにより、同

法第１０２条第２項の規定により

大学院への入学が認められた者 

⑺ 学校教育法の規定による大学院

において、社会福祉学、心理学、

教育学、社会学、芸術学若しくは

体育学を専攻する研究科又はこれ

らに相当する課程を修めて卒業し

た者 

⑻ 外国の大学において、社会福祉

学、心理学、教育学、社会学、芸

術学若しくは体育学を専修する学

科又はこれらに相当する課程を修

めて卒業した者 

⑼  高等学校卒業者等であり、か

つ、２年以上放課後児童健全育成

事業に類似する事業に従事した者

であって、市長が適当と認めたも

の 

⑽ ５年以上放課後児童健全育成事

業に従事した者であって、市長が

適当と認めたもの 

４ 第２項の支援の単位は、放課後児
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

童健全育成事業における支援であっ

て、その提供が同時に一又は複数の

利用者に対して一体的に行われるも

のをいい、一の支援の単位を構成す

る児童の数は、おおむね４０人以下

とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、

支援の単位ごとに専ら当該支援の提

供に当たる者でなければならない。

ただし、利用者が２０人未満の放課

後児童健全育成事業所であって、放

課後児童支援員のうち１人を除いた

者又は補助者が同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事して

いる場合その他の利用者の支援に支

障がない場合は、この限りでない。 

（利用者を平等に取り扱う原則） 

第１１条 放課後児童健全育成事業者

は、利用者の国籍、信条又は社会的

身分によって、差別的取扱いをして

はならない。 

（虐待等の禁止） 

第１２条 放課後児童健全育成事業者

の職員は、利用者に対し、法第３３

条の１０各号に掲げる行為その他当

該利用者の心身に有害な影響を与え

る行為をしてはならない。 

（衛生管理等） 
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３条 放課後児童健全育成事業者

は、利用者の使用する設備、食器等

又は飲用に供する水について、衛生

的な管理に努め、又は衛生上必要な

措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放

課後児童健全育成事業所において感

染症又は食中毒が発生し、又はまん

延しないように必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所には、

必要な医薬品その他の医療品を備え

るとともに、それらの管理を適正に

行わなければならない。 

（運営規程） 

第１４条 放課後児童健全育成事業者

は、放課後児童健全育成事業所ごと

に、次の各号に掲げる事業の運営に

ついての重要事項に関する規程を定

めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 職員の職種、員数及び職務の内

容 

⑶ 開所している日及び時間 

⑷ 支援の内容及び当該支援の提供

につき利用者の保護者が支払うべ

き額 

⑸ 利用定員 
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⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ 事業の利用に当たっての留意事

項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関す

る事項 

⑾ その他事業の運営に関する重要

事項 

（放課後児童健全育成事業者が備える

帳簿） 

第１５条 放課後児童健全育成事業者

は、職員、財産、収支及び利用者の

処遇の状況を明らかにする帳簿を整

備しておかなければならない。 

（秘密保持等） 

第１６条 放課後児童健全育成事業者

の職員は、正当な理由がなく、その

業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を漏らしてはならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職

員であった者が、正当な理由がな

く、その業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を漏らすことがない

よう、必要な措置を講じなければな

らない。 

（苦情への対応） 

第１７条 放課後児童健全育成事業者
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は、その行った支援に関する利用者

又は保護者等からの苦情に迅速かつ

適切に対応するために、苦情を受け

付けるための窓口を設置する等の必

要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、そ

の行った支援に関し、市から指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行わな

ければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、社

会福祉法（昭和２６年法律第４５

号）第８３条に規定する運営適正化

委員会が行う同法第８５条第１項の

規定による調査にできる限り協力し

なければならない。 

（開所時間及び日数） 

第１８条 放課後児童健全育成事業者

は、放課後児童健全育成事業所を開

所する時間について、次の各号に掲

げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める時間以上を原則として、そ

の地域における児童の保護者の労働

時間、小学校の授業の終了の時刻そ

の他の状況等を考慮して、当該事業

所ごと定める。 

⑴ 小学校の授業の休業日に行う放

課後児童健全育成事業 １日につ
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き８時間 

⑵ 小学校の授業の休業日以外の日

に行う放課後児童健全育成事業 

１日につき３時間 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放

課後児童健全育成事業所を開所する

日数について、１年につき２５０日

以上を原則として、その地域におけ

る児童の保護者の就労日数、小学校

の授業の休業日その他の状況等を考

慮して、当該事業所ごとに定める。 

（保護者との連絡） 

第１９条 放課後児童健全育成事業者

は、常に利用者の保護者と密接な連

絡をとり、当該利用者の健康及び行

動を説明するとともに、支援の内容

等につき、その保護者の理解及び協

力を得るよう努めなければならな

い。 

（関係機関との連携） 

第２０条 放課後児童健全育成事業者

は、市、児童福祉施設、利用者の通

学する小学校等関係機関と密接に連

携して利用者の支援に当たらなけれ

ばならない。 

（事故発生時の対応） 

第２１条 放課後児童健全育成事業者

は、利用者に対する支援の提供によ
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附 則 

１ （略） 

（職員に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和５年

３月３１日までの間、放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する

基準第１０条第３項の規定の適用に

ついては、同項中「修了したもの」

とあるのは、「修了したもの（令和５

年３月３１日までに修了することを

予定している者を含む。）」とする。 

３ この条例の施行の日から令和５年

３月３１日までの間、この条例の施

行の際現に存する放課後児童健全育

成事業所については、放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する

基準第９条第２項の規定は、適用し

ない。 

り事故が発生した場合は、速やか

に、市、当該利用者の保護者等に連

絡を行うとともに、必要な措置を講

じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利

用者に対する支援の提供により賠償

すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行わなければならな

い。 

附 則 

１ （略） 

（職員に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和２年

３月３１日までの間、第１０条第３

項の規定の適用については、同項中

「修了したもの」とあるのは、「修了

したもの（令和２年３月３１日まで

に修了することを予定している者を

含む。）」とする。 

 

３ この条例の施行の日から令和２年

３月３１日までの間、この条例の施

行の際現に存する放課後児童健全育

成事業所については、第９条第２項

の規定は、適用しない。 

 

－ 84 －



議案第８号 

 

本市の区域内にあらたに生じた土地の確認の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定により、本市の

区域内にあらたに生じた次の土地を確認する。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

場     所 泉大津市夕凪町２０番地先 

面     積 ６４，２３６．８０平方メートル 

備     考 別図の斜線で示す区域 

 

理 由 

 公有水面の埋立てにより、本市の区域内にあらたに生じた土地を確認する必要が

ある。 

これが、この案を提出する理由である。 
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議案第９号 

 

町 区 域 の 一 部 変 更 の 件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、町区域

の一部を変更する。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

 公有水面の埋立てによってあらたに生じた別図の斜線で示す区域を、夕凪町の区

域に編入する。 
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議案第１０号 

 

泉 大 津 市 総 合 計 画 策 定 の 件 

 

第４次泉大津市総合計画後期基本計画を別添のとおり策定するため、泉大津市総

合計画条例（平成２６年泉大津市条例第１号）第４条の規定により、市議会の議決

を求める。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

平成２７年に策定した第４次泉大津市総合計画の中間見直しを図り、後期基本計

画を策定するに当たり、市議会の議決を求める必要がある。 

 これが、この案を提出する理由である。 
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令 和 元 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第５号）
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議案第１１号 

 

令和元年度泉大津市一般会計補正予算 

 

令和元年度泉大津市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，６４６千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，２７９，３１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌

年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

－ 97 －



－ 98 －



－ 99 －



－ 100 －



－ 101 －



第 ２ 表　繰 越 明 許 費 

款 項

１教育総務費

２ 小 学 校 費

３ 中 学 校 費

５社会教育費

単位（千円）

事　　　　業　　　　名 金　　　　　額

泉 大 津 駅 西 地 区
周 辺 整 備 事 業

38,800

７ 土 木 費

公 園 施 設 整 備 事 業 34,000

４都市計画費

新 図 書 館 整 備 事 業 50,578

９ 教 育 費

小 学 校 教 材 整 備 事 業 61,200

中 学 校 教 材 整 備 事 業 30,600

情 報 環 境 整 備 事 業
（ 教 育 政 策 課 ）

95,882
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償　　　還　　　の　　　方　　　法

資金区分 償還期限 据置期間 償還方法

千円

普通貸借 8.0%以内 政府資金 半 年 賦 及 び 市 財 政 の 都
又は 又は銀行 年 賦 元 利 均 合により償還

証券発行 その他資金 等、半年賦元 期 限 を 短 縮
金 均 等 償 還 し 、 若 し く は
又 は 満 期 一 繰 上 償 還 又
括 償 還 ■ ■ は 低 利 に 借

換えすること
ができる。■

■

合　　計 1,570,471

補正前の額 1,621,871

同　　上 同　　上 同　　上

（補正額） △ 51,400

3年以内 同　　上 同　　上

補正後 0 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上

同　　上 同　　上

新図書館整備事
業 費

補正前 22,800 同　 上 同　　上 同　　上 20年以内

同　　上 同　　上

補正後 114,700 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

同　　上

学校教育施設整
備 事 業 費

補正前 66,900 同　 上 同　　上 同　　上 25年以内 5年以内

同　　上

補正後 22,800 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

消防施設整備事
業 費

補正前 25,300 同　 上 同　　上 同　　上 10年以内 2年以内 同　　上

補正後 26,600 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

公園整備事業費 補正前 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上同　　上 同　　上 同　　上40,400

補正後 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上同　　上 同　　上 同　　上112,500

街路整備事業費 補正前 同　　上 同　　上 同　　上同　　上 同　　上

同　　上 同　　上 同　　上

156,300 同　 上 同　　上

補正後 14,500 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上

（ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
に つ い て 、
利率の見直
し を 行 っ た
後において
は、当該見
直し後の利
率 ） ■ ■■

■

その他

道路整備事業債
補正前 30,800 20年以内 5年以内

第 ３ 表   地 方 債 補 正

起 債 の 目 的 限 度 額
起　債
の方法

利  率
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令和元年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第５号）
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
 特 　別 　職

給　　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　費

区        分 職員数 期末手当 その他の 共　済　費 合　　計 備　考

報　　 酬 給　　 料 （年間支給率分） 地域手当 手当 合　　計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 3 24,528 11,416 1,714 167 37,825 7,064 44,889

補

議 員 16 106,680 45,440 152,120 39,188 191,308

正

その他の

後 1,156 437,008 437,008 69,533 506,541
特 別 職

計 1,175 543,688 24,528 56,856 1,714 167 626,953 115,785 742,738

長 等 3 24,528 11,416 1,714 167 37,825 7,064 44,889

補

議 員 16 106,680 46,406 153,086 39,188 192,274

正

その他の

前 1,157 441,326 441,326 69,533 510,859
特 別 職

計 1,176 548,006 24,528 57,822 1,714 167 632,237 115,785 748,022

長 等

比

議 員 △ 966 △ 966 △ 966

その他の

△ 1 △ 4,318 △ 4,318 △ 4,318

較 特 別 職

計 △ 1 △ 4,318 △ 966 △ 5,284 △ 5,284
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２　　　一　　般　　職

（１）　総　　括

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区     分 職員数 共  済  費 合       計 備 　考

(人)   給料(千円) 職員手当(千円)      計  (千円)        (千円)           (千円)

補正後
（22）
449

1,623,676 1,432,388 3,056,064 575,696 3,631,760

補正前
（22）
449

1,623,676 1,441,655 3,065,331 575,696 3,641,027

比　 較
（0）
0

0 △ 9,267 △ 9,267 0 △ 9,267

（　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

区　　　　分 扶　　  　養 地　　　　域 期 末 勤 勉 管   理   職 通         勤 住     居 時間外勤務 特 殊 勤 務

 (千円)  (千円)  (千円)  (千円) (千円) (千円)  (千円)  (千円)

補　正　後 50,190 104,146 673,371 59,916 39,591 27,721 124,069 11,397

補　正　前 50,190 104,146 673,371 59,916 39,591 27,721 132,774 11,397

比　　　 較 0 0 0 0 0 0 △ 8,705 0

管理職員

区　　　　分 退         職 夜 間 勤 務 宿   日   直 単 身 赴 任 休 日 勤 務 特別勤務 　 合　　計

 (千円) (千円) (千円) (千円)  (千円)  (千円) (千円)

補　正　後 316,289 4,616 0 0 19,745 1,337 1,432,388

補　正　前 316,289 4,616 0 0 19,745 1,899 1,441,655

比　　　 較 0 0 0 0 0 △ 562 △ 9,267

職

員

手

当

の

内

訳
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(2) 　給料及び職員手当の増減額の明細

 区　　分   増減額(千円) 　増減事由別内訳（千円）    説　　明 備　　　　　　　　考

職 員 手 当 △ 9,267 △9,267
その他の
増減分

異動等による減

－ 150 －



(単位：千円)

補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補正後の額

１．普  通  債 12,694,084 600,800 △ 51,400 549,400 1,204,167 △ 18,063 1,186,104 12,090,717 12,057,380

(1) 総務債 692,217 17,700 17,700 117,913 117,913 592,004 592,004

(2) 民生債 522,166 54,600 54,600 13,302 △ 180 13,122 563,464 563,644

(3) 衛生債 433,955 80,400 80,400 49,473 49,473 464,882 464,882

(4) 農林水産業債 4,400 4,400 4,400

(5) 土木債 5,078,519 291,400 △ 73,900 217,500 629,464 △ 781 628,683 4,740,455 4,667,336

(6) 公営住宅債 731,229 34,300 34,300 32,464 32,464 733,065 733,065

(7) 消防債 1,001,382 25,300 △ 2,500 22,800 44,905 △ 2,622 42,283 981,777 981,899

(8) 教育債 4,230,216 97,100 25,000 122,100 316,646 △ 14,480 302,166 4,010,670 4,050,150

２．災 害 復 旧 債 53,900 53,900 53,900

(1) 衛生債 400 400 400

(2) 土木債 33,700 33,700 33,700

(3) 公営住宅債 1,400 1,400 1,400

(4) 教育債 18,400 18,400 18,400

３．そ の 他 債 14,771,607 1,021,071 1,021,071 1,044,223 1,044,223 14,748,455 14,748,455

(1) 減税補てん債 254,369 59,665 59,665 194,704 194,704

(2)
臨 時 財 政
対 策 債

14,381,789 1,021,071 1,021,071 974,843 974,843 14,428,017 14,428,017

(3) 減収補てん債 135,449 9,715 9,715 125,734 125,734

27,519,591 1,621,871 △ 51,400 1,570,471 2,248,390 △ 18,063 2,230,327 26,893,072 26,859,735

.

合　　　計

当該年度末現在高見込額
 当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当該年度中元金償還見込額

地 方 債 の 当 該 年 度 中 に お け る 増 減 見 込 額 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　分
前年度末
現在高

当該年度中の増減見込額
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 令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正
 予算

（補正第２号）
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議案第１２号 

 

令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正

予算 

 

令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８０，９５０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，５６５，４９９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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 令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正
 予算に関する説明書

（補正第２号）
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令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算

（補正第４号）
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議案第１３号 

 

令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算 

 

 令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３６，０９４千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，６３２，０４６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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 令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算
 に関する説明書

（補正第４号）

－ 179 －
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－ 185 －
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（補正第２号）

令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算

－ 189 －





議案第１４号 

 

令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算 

 

令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９５千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ９２７，２４６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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（補正第２号）

 令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予
 算に関する説明書
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
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令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算

（補正第２号）

－ 205 －





議案第１５号 

 

令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算 

 

 令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６０，０６６千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，２３１，１８５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌

年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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管 渠 事 業 24,320

第 ２ 表　　 繰　越　明　許　費　　　　

款 項 事 業 名 金　　　　　　額

千円

千円

ポンプ場更新事業 187,452

 ２   事   業   費 １　下水道事業費
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第 ３ 表 　　地　　方　　債　　補　　正 

資金区分 償還期限 据置期間 償 還 方 法 そ の 他

千円

下水道事業費 補 正 前 1,265,220

普通貸借
又は

証券発行
8.0%以内

政府資金
又は銀行

その他資金
40年以内 5年以内

補 正 後 1,263,520 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

△ 1,700

1,265,220

1,263,520合　　　　計

起債の目的 限 度 額

半 年 賦 及 び
年 賦 元 利 均
等 又 は 半 年
賦 元 金 均 等
償 還 １ ２ ３ ４

市 財 政 の 都
合により償還
期 限 を 短 縮
し 、 若 し く は
繰 上 償 還 又
は 低 利 に 借
換えすること
が で きる。１

２

償　　 　還 　　　の　 　　方　 　　法起 債
の 方 法

利 率

（補正額）
補正前の額
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 令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算に
 関する説明書

（補正第２号）
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
　　一　　般　　職

（１）　　総　　括

区     分 職員数 備　　　　考

(人)   給料(千円)

補正後
(1)
8

32,926

補正前
(1)
8

33,360

比　 較
(0)
0

△ 434 448

　　（　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

区　　　　分

補　正　後

補　正　前

比　　　 較

区　　　　分

補　正　後

補　正　前

比　　　 較

期 末 勤 勉 通         勤管   理   職

1,896

(千円) (千円)

1,392

60

2,185

2,160 13,8851,176

22,350

448

合　　計

（千円）

特別勤務

 (千円)

36

0

 (千円)

0

0 36

1,443

1,443

0

648

共  済  費

22,798

22,350

(千円)

管理職員

14,022

合       計
給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

22,798

       (千円)     計  (千円)職員手当(千円)           (千円)

67,199

67,184

15

11,475

11,474

1

55,724

55,710

14

 (千円) (千円)

扶　　  　養 地　　　　域

 (千円)

住　　　居 時間外勤務 休日勤務

△ 137△ 25

職

員

手

当

の

内

訳

0 388

0

1,0041,116 1,896

 (千円)

162

810
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(2) 　給料及び職員手当の増減額の明細

 区　　分

給　　料 △ 434 その他の △ 434 異動等による減

増減分

職員手当 448 その他の 448 異動等による増

増減分

増減額(千円) 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　考増減事由別内訳（千円）

－ 227 －



（単位：千円）

補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補正後の額

22,925,526 1,265,220 △ 1,700 1,263,520 2,135,699 0 2,135,699 22,055,047 22,053,347

地 方 債 の 当 該 年 度 中 に お け る 増 減 見 込 額 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額前 年 度 末

現 在 高

下 水 道 事 業 債

当 該 年 度 中 の 増 減 見 込 額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

区　    　　分
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令和元年度泉大津市水道事業会計補正予算

（補正第１号）
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議案第１６号 

 

令和元年度泉大津市水道事業会計補正予算 

 

 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度

泉大津市水道事業会計予算」の名称を「令和元年度泉大津市水道事業会計予算」と

し、元号による年表示についても「令和」に読み替えるものとする。 

第１条 令和元年度泉大津市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

第２条 令和元年度泉大津市水道事業会計予算第４条本文中「４３９，６８６千

円」を「４２１，６８６千円」に、「３１，０９３千円」を「２６，３５７千

円」に、「４０８，５９３千円」を「３９５，３２９千円」に改め、資本的収入

及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

    （科   目）  （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

             収          入 

  第１款 資本的収入    179,613千円   △37,000千円    142,613千円 

   第２項 工事負担金   41,753千円    △37,000千円      4,753千円  

                     支                    出 

  第１款 資本的支出     619,299千円  △55,000千円    564,299千円 

   第１項 建設改良費  450,231千円  △55,000千円    395,231千円 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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令和元年度泉大津市水道

1 資 本 的 収 入

資本的収入

収 入

款 項 目

2 工 事 負 担 金

1 工 事 負 担 金

支 出

款 項 目

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

配 水 管 整 備 費

7 堺泉北港水道施設費

8
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事業会計補正予算実施計画

△ 37,000

計

395,231

△ 5,000

補 正 予 定 額

△ 50,000 291,120

4,753

△ 37,000

補 正 予 定 額 計

925

千円 千円

△ 37,000 142,613

既 決 予 定 額

179,613

及 び 支 出

収 入

千円

41,753

41,753

支 出

既 決 予 定 額

千円

619,299

341,120

450,231

5,925

千円

△ 55,000

4,753

千円

△ 55,000 564,299
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(単位：千円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計および他の特別会計からの繰入金による収入

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

238,083

2,460,889

△ 62,591

563,977

△ 336,925

41,753

5,346

50,000

2,698,972

△ 239,826

83,000

△ 169,068

△ 86,068

4,009

△ 351

0

1,605

618,048

8,520

△ 1,325

△ 128,282

△ 8,520

62,591

6,490

△ 19,289

　　令和元年度泉大津市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 平 成 ３１ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

323,164

386,169

△ 6,016

△ 2,197

－ 234 －



※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和元年度泉大津市水道事業会計補正予算に関する説明書

（補正第１号）
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8 配 水 管 整 備 費 341,120 △ 50,000 291,120

1 資 本 的 支 出 619,299 △ 55,000 564,299

1 建設改良費 450,231 395,231

千円 千円 千円

△ 55,000

補正予定額 計

179,613 △ 37,000 142,613

資 本 的

千円 千円 千円

資 本 的

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

既決予定額款 項 目

1 資 本 的 収 入

2 工事負担金 41,753 △ 37,000 4,753

1 工 事 負 担 金 41,753 △ 37,000 4,753

7 堺泉北港水道施設費 5,925 △ 5,000 925
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1 1 企業債

委 託 料 △ 2,000

（款）

17

千円

1 工 事 負 担 金

千円

金 額

各 目 明 細

節

設計業務委託料

備 考

支 出

備 考

千円 千円

（項）

収 入

各 目 明 細

資本的収入

節 金 額

21

△ 37,000
堺泉北港水道施設工事負
担金

△ 6,000

配水管布設替工事負担金 △ 31,000

17 委 託 料 △ 1,000 設計業務委託料

21 請 負 工 事 費 △ 4,000 配水管布設替工事費

路面復旧工事費 △ 20,000

配水管布設替工事費 △ 28,000

請 負 工 事 費 △ 48,000
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議案第１７号 

 

令和元年度泉大津市病院事業会計補正予算 

  

 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度

泉大津市病院事業会計予算」の名称を「令和元年度泉大津市病院事業会計予算」と

し、元号による年表示についても「令和」に読み替えるものとする。 

第１条 令和元年度泉大津市病院事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

第２条 令和元年度泉大津市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

定めた収益的支出の予定額を、次のとおり補正する。 

    （科   目）  （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

                     支                    出 

  第１款 病院事業費用 6,164,242千円      0千円  6,164,242千円 

   第１項 医業費用  5,955,629千円       0千円  5,955,629千円 

第３条 予算第４条本文中「３２７，４９５千円」を「３２５，４７２千円」に改

め、資本的収入の予定額を、次のとおり補正する。 

    （科   目）  （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

                     収                    入 

  第１款 資本的収入   345,814千円    2,023千円    347,837千円 

   第４項 諸収入       20千円   2,023千円      2,043千円 

第４条 予算第８条中「３，２９６，０９２千円」を「３，２５６，０９２千円」

に改める。 

 

令和２年２月２５日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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令和元年度泉大津市病院

1 病 院 事 業 費 用

款 項 目

1 医 業 費 用

収 益 的

支 出

2 材 料 費

1 給 与 費
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事業会計補正予算実施計画

6,164,242

既 決 予 定 額

0 6,164,242

5,955,629 0 5,955,629

支 出

千円 千円 千円

補 正 予 定 額 計

支 出

3,274,691

1,048,060 40,000 1,088,060

3,314,691 △ 40,000
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資 本 的

収 入

款 項 目

1 資 本 的 収 入

3 そ の 他 収 入

4 諸 収 入
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収 入

収 入

既 決 予 定 額 計

千円 千円 千円

345,814 2,023 347,837

補 正 予 定 額

0 2,023 2,023

20 2,023 2,043
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（単位：千円）

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 180,943

289,645

5,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,289

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36,838

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,862

△ 4,589

93,762

未収金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

7,284

260,148

△ 93,762

業務活動によるキャッシュ・フロー合計 166,386

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 81,648

補助金等による収入 22,003看護師養成費貸付金回収による収入 0

看護師養成費貸付による支出 △ 3,928

投資活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 63,573

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,550,000

一時借入れの返済による支出 △ 1,400,000

企業債の償還による支出 △ 454,561

他会計長期借入金の返還による支出 △ 50,000

他会計からの出資による収入 325,774

リース債務の返済による支出 △ 76,640

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 105,427

△ 2,614

91,311

88,697

資金増加（減少）額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

利 息 の 支 払 額

令和元年度　　泉大津市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

(平成３１年４月１日から令和２年３月３１日）

当 年 度 純 利 益

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

長期前受金戻入額

支 払 利 息

その他（△は増加）

小 計
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手　当
(千円)

　その他の増減分
(千円)

時間外業務等の減少による減△ 30,000 △ 30,000

２ 　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額 　増減事由別内訳 説　　明 備　　考

比 較 0 0 △ 30,000

補 正 前 0 85,072 1,197,248

補 正 後 0 85,072 1,167,248

区 分
管 理 職 特 別 手 当 退 職 給 付 費 合 計

（千円） （千円） （千円）

比 較 0 △ 20,000 0 △ 10,000 0

補 正 前 72,462 73,869 21,592 279,344 17,438

（千円）

補 正 後 72,462 53,869 21,592 269,344 17,438

区 分
宿 日 直 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 夜 間 勤 務 手 当 特殊勤務手当 住 居 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

比 較 0 0 0 0 0

補 正 前 72,424 26,569 36,183 22,096 490,199

補 正 後 72,424 26,569 36,183 22,096 490,199

期 末 勤 勉 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 30,000 △ 40,000 0 △ 40,000

手

当

の

内

訳

区 分
地 域 手 当 扶 養 手 当 管 理 職 手 当 通 勤 手 当

合　　計 0 0 △ 10,000 0 0

資本勘定支弁職員

0 0 △ 30,000 △ 40,000 0 △ 40,000

25,076 1,197,248 2,795,227 500,865 3,296,092

比

較

損益勘定支弁職員 0 0 △ 10,000

合　　計 1 311 428,476 1,144,427

25,076 1,197,248 2,795,227 500,865 3,296,092

資本勘定支弁職員

1,167,248 2,755,227 500,865 3,256,092

補

正

前

損益勘定支弁職員 1 311 428,476 1,144,427

合　　計 1 311 418,476 1,144,427 25,076

資本勘定支弁職員

1,144,427 25,076 1,167,248 2,755,227 500,865 3,256,092

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補

正

後

損益勘定支弁職員 1 311 418,476

合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計

給 与 費 明 細 書

 　　総　　括

区 分

職員数 給　　与　　費 法定福利費

（人） （人） （千円） （千円）
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3,274,691

2 材 料 費 1,048,060 40,000 1,088,060

1 医 業 費 用 5,955,629 0 5,955,629

1 給 与 費 3,314,691 △ 40,000

1 病 院 事 業 費 用 6,164,242 0 6,164,242

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

収 益 的
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看護師手当 △ 13,000

1 薬 品 費 40,000 一括購買薬品費 40,000

5 報 酬 △ 10,000 △ 10,000

医療技術員手当 △ 7,000

△ 10,0002 手 当 △ 30,000 医師手当

千円千円

支 出

各　　　　目　　　　明　　　　細

節 金　額 備　　　考
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3 そ の 他 収 入 0 2,023 2,023

1 資 本 的 収 入 345,814 2,023 347,837

4 諸 収 入 20 2,023 2,043

千円 千円 千円

資 本 的

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
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1 そ の 他 収 入

千円

2,023 建物損害共済災害共済金 2,023

千円

収 入

各　　　　目　　　　明　　　　細

節 金　額 備　　　考
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